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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体、該支持体上に形成された中間層、及び該中間層上に形成された感光層を有する
電子写真感光体の製造方法において、
　（ｉ）けん化度が７０％以上８９％以下であり、かつ、重合度が１０００以下であるポ
リビニルアルコールおよび金属酸化物粒子を溶剤に分散させて分散液を調製する工程、
　（ｉｉ）該分散液に樹脂バインダーを添加して中間層用塗布液を調製する工程、および
　（ｉｉｉ）該中間層用塗布液の塗膜を形成し、該塗膜を乾燥させて該中間層を形成する
工程
を含む電子写真感光体の製造方法。
【請求項２】
　前記ポリビニルアルコールは、重合度が５００以下である、請求項１に記載の電子写真
感光体の製造方法。
【請求項３】
　前記金属酸化物粒子は、酸化チタン、酸化亜鉛または酸化スズの粒子である、請求項１
または２に記載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項４】
　前記工程（ｉ）の前に、前記金属酸化物粒子の分散粒径が、前記金属酸化物粒子の１次
粒径の１０倍以下となるように前記金属酸化物粒子を分散させる工程を含む、請求項１乃
至３のいずれか１項に記載の電子写真感光体の製造方法。
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【請求項５】
　前記金属酸化物粒子は、１次粒径が１０ｎｍ未満である、請求項１乃至４のいずれか１
項に記載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項６】
　前記樹脂バインダーが、ポリオレフィン樹脂である、請求項１乃至５のいずれか１項に
記載の電子写真感光体の製造方法。
【請求項７】
　前記ポリオレフィン樹脂は、下記（Ａ１）、（Ａ２）および（Ａ３）を有し、（Ａ１）
、（Ａ２）および（Ａ３）の質量比が下記の式を満たす請求項６に記載の電子写真感光体
の製造方法。
０．０１≦［（Ａ２）／｛（Ａ１）＋（Ａ２）＋（Ａ３）｝］×１００≦１０
０．０１＜［｛（Ａ２）＋（Ａ３）｝／｛（Ａ１）＋（Ａ２）＋（Ａ３）｝］×１００≦
２５
（Ａ１）：下記式（１１）で示される繰り返し構造単位

【化１】

（式（１１）中、Ｒ１１～Ｒ１４は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基を示す。）
 
（Ａ２）：下記式（２１）または（２２）で示される繰り返し構造単位
【化２】

（式（２１）および式（２２）中、Ｒ２１～Ｒ２４は、それぞれ独立に、水素原子、アル
キル基、フェニル基または－Ｙ２１ＣＯＯＨ（Ｙ２１は、単結合、アルキレン基またはア
リーレン基を示す。）で示される１価の基を示し、Ｒ２５およびＲ２６は、それぞれ独立
に、水素原子、アルキル基またはフェニル基を示し、Ｘ２１は、－Ｙ２２ＣＯＯＣＯＹ２

３－（Ｙ２２およびＹ２３は、それぞれ独立に、単結合、アルキレン基またはアリーレン
基を示す。）で示される２価の基を示す。ただし、Ｒ２１～Ｒ２４のうち少なくとも１つ
は－Ｙ２１ＣＯＯＨで示される１価の基である。）

（Ａ３）：下記式（３１）、（３２）、（３３）または（３４）で示される繰り返し構造
単位
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【化３】

（式（３１）～式（３４）中、Ｒ３１～Ｒ３５は、それぞれ独立に、水素原子またはメチ
ル基を示し、Ｒ４１～Ｒ４３は、それぞれ独立に、炭素数１～１０のアルキル基を示し、
Ｒ５１～Ｒ５３は、それぞれ独立に、水素原子または炭素数１～１０のアルキル基を示す
。）
【請求項８】
　前記（Ａ１）乃至（Ａ３）の質量比が下記の式を満たすことを特徴とする、請求項７に
記載の電子写真感光体の製造方法。
０．０１≦［（Ａ２）／｛（Ａ１）＋（Ａ２）＋（Ａ３）｝］×１００≦５

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子写真感光体に関し、また当該電子写真用感光体を有する電子写真用プロセ
スカートリッジ及び電子写真装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真感光体は、基本的には帯電及び露光により潜像を形成する感光層と、その感光
層を設けるための支持体としての導電性の基体を有している。
【０００３】
　上記支持体上に直接感光層を形成した場合、支持体表面の汚れ、形状や性状の不均一、
粗さは感光層の成膜ムラとなって現れ、その結果得られる画像に白抜け、黒点、濃度ムラ
が発生しやすい。さらに、支持体との密着性確保、感光層の電気的破壊の保護、感光層へ
のキャリア注入性の改良のために直ちに感光層を塗布形成するよりも、支持体と感光層の
間に中間層を設けることがおこなわれてきた。
【０００４】
　中間層を形成する材料として、例えば、ポリアミド、ポリエステル、酢酸ビニル－エチ
レン共重合体、塩素化エチレン、無水マレイン酸エステル重合体、及びポリビニルブチラ
ールが知られ、これら樹脂を溶媒中に溶解した中間層用塗布液を塗布、加熱することで中
間層は作製されている。
　しかし、これら樹脂は、多くの場合、分子鎖中に極性の大きな官能基を持つため吸湿性
が高く、外界の湿度により抵抗値も大きく変化する。従って、これら樹脂単独で中間層を
形成した場合、残留電位の増加や低温低湿下、高温高湿下の環境における感光体の電気特
性の変動が生じ、画像欠陥の改善も十分でなかった。
【０００５】
　また、今日の電子写真技術の発展は著しく、電子写真感光体に求められる特性に対して
も非常に高度な技術が要求されている。
　例えば、プロセススピードは年々早くなり、帯電特性、感度や耐久安定性等が求められ
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るようになってきている。特に、近年ではカラー化に代表されるように高画質化が求めら
れ、白黒画像が文字中心の画像だったものが、カラー化により、写真に代表されるハーフ
トーン画像やベタ画像が多くなっており、それらの画像品質の要求は年々高まる一方であ
る。
【０００６】
　特に、画像１枚の中で光が照射された部分が次回転目にハーフトーン画像において前記
光照射部分のみの濃度が濃くなるポジゴースト画像や、逆に前記部分の濃度が薄くなるネ
ガゴーストに対する許容範囲が、白黒プリンターや白黒複写機の許容範囲に比べると格段
に厳しくなってきている。
　これらのゴースト画像は、高感度な電荷発生材料を用いることにより、キャリアーの絶
対数が多く、ホールが電荷輸送層中に注入した後の電子が電荷発生層中に残り易く、メモ
リーとなるためと考えられ、特にガリウムフタロシアニンのような高感度な材料を電荷発
生材料として用いた場合に顕著な現象となる。
【０００７】
　一方、低コスト化や小型化も年々進化していき、クリーナーレスや前露光レス等のレス
化技術も要求されることが多くなってきている。特に、前露光に関しては、白黒レーザー
プリンターや白黒複写機においては、現在でも既に搭載されていないことが多く、カラー
プリンターやカラー複写機においても前露光を搭載しないものが増えてくる傾向にある。
　従って、前露光のないカラー機におけるゴースト画像のレベルは、白黒プリンターや白
黒複写機で許容されていたレベルよりも数段のレベルＵＰが必要となる。
【０００８】
　ゴースト低減として、中間層に金属酸化物微粒子とシランカップリング剤を用いること
（特許文献１）や、シランカップリング剤で表面処理した金属酸化物微粒子を用いること
（特許文献２）が提案されているが、これも上記のような厳しいゴーストレベルに到達す
ることが困難である。
　また、中間層に金属酸化物粒子を含む場合、粒子の凝集が発生しやすく塗布液の保存が
困難になるばかりでなく、作製された電子写真感光体の帯電特性の低下、画像の黒点が発
生しやすい傾向にあった。
【０００９】
　液安定性に優れたポリオレフィン樹脂分散体を乾燥することで、耐水性や透明性、基材
フィルムとの密着性が良好な被膜が得られることが提案されている（特許文献３及び４）
。しかしながら、電子写真感光体の感度、ゴーストレベル、電位の環境変動、及び耐久変
動といった電子写真感光体特有の課題に対して記載されていない。
【００１０】
　また、上記ゴースト現象は、導電性の基体上に直接感光層を形成した場合に比較し、中
間層を用いた電子写真感光体において特に発現し易い。すなわち、基体の欠陥に起因する
電子写真感光体の特性低下、白抜けや黒点を防ぐために用いられた中間層が逆に新たなゴ
ーストという画像欠陥を招いていると考えられる。
　以上のように、前露光のないプリンターや複写機、特にカラー機においての厳しいゴー
ストレベルを満足する電子写真感光体が望まれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開平８－２２１３６号公報
【特許文献２】特開平９－２５８４６９号公報
【特許文献３】特許第３６９９９３５号公報
【特許文献４】特開２００３―２６８１６４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
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　本発明の目的は、画像上の黒点が発生せず、厳しいレベルのゴーストに対する要求を達
成し得る電子写真感光体の製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記従来技術および課題について鋭意検討した結果、本発明者らは下記に示す本発明を
完成するに至った。
　すなわち、本発明は、支持体、該支持体上に形成された中間層、及び該中間層上に形成
された感光層を有する電子写真感光体の製造方法において、
　（ｉ）けん化度が７０％以上８９％以下であり、かつ、重合度が１０００以下であるポ
リビニルアルコール（以下ＰＶＡと記す）および金属酸化物粒子を溶剤に分散させて分散
液を調製する工程、
（ｉｉ）該分散液に樹脂バインターを添加して中間層用塗布液を調製する工程、および
（ｉｉｉ）該中間層用塗布液の塗膜を形成し、該塗膜を乾燥させて該中間層を形成する工
程
を含む電子写真感光体の製造方法に関する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の製造方法により作製された電子写真感光体は、画像上の黒点の発生が抑制され
、厳しいレベルのゴーストに対する要求を達成することが可能である。加えて、本発明の
製造方法の過程で調製された中間層塗布液は、優れた液安定性を示すため、高温の環境下
においても長期保存が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の製造方法で製造された電子写真感光体を有するプロセスカートリッジを
備えた電子写真装置の概略構成の例を示す図である。
【図２】ゴースト評価用印字のハーフトーン部を形成する１ドット桂馬パターン画像を説
明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の電子写真用感光体について詳細に説明する。
　本発明の特徴は、支持体上に形成された中間層及び感光層を有する電子写真感光体の製
造方法において、該中間層は、けん化度が７０％以上８９％以下であり、重合度が１００
０以下であるＰＶＡを金属酸化物粒子と共に溶剤に分散させ、その後バインター樹脂を添
加して調製した中間層用塗布液を用いて中間層を製造することにある。
【００１７】
　本発明において中間層を構成する材料としては、金属酸化物、ＰＶＡ、樹脂バインダー
の３つが挙げられるが、液安定性、黒点、およびゴーストという特性は、金属酸化物の種
類および粒径、ＰＶＡのけん化度および重合度、ならびに樹脂バインダーの種類により変
化し、適正な範囲の材料・分散方法を用いることが重要である。
【００１８】
　ＰＶＡは酢酸ビニル樹脂中の構造であるカルボキシル基をけん化し、水酸基に変えた樹
脂であり、水酸基の比率をけん化度として表している。本発明で用いられるＰＶＡはけん
化度が７０％以上８９％以下である。さらにＰＶＡの重合度が１０００以下である。好ま
しくは、ＰＶＡの重合度は５００以下であることが良い。
【００１９】
　上記範囲を満たすＰＶＡを用いることで本発明の効果を奏する詳細は不明であるが、以
下のように考えられる。
　本発明において、ＰＶＡは金属酸化物と共に溶剤に分散させられるが、金属酸化物と共
に分散されたＰＶＡは吸着もしくは相互作用により金属酸化物の表面付近に存在している
。けん化度が高い場合、ＰＶＡの水酸基が多いため、ＰＶＡ同士の水素結合性が高く、Ｐ
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ＶＡと金属酸化物との相互作用は小さくなる。また、けん化度が小さい場合、ＰＶＡと金
属表面の水酸基との相互作用を起こす確率自体が低くなる。従って、けん化度７０％～８
９％が適切な範囲となっていると推定している。また、重合度高い場合には、ＰＶＡが複
数の粒子にまたがり吸着し、凝集しやすいため、重合度は１０００以下である必要がある
。
　なお、本発明のＰＶＡのけん化度は、ＪＩＳ　Ｋ　００７０－１９９２に基づき測定す
ることができる。また、重合度は、ＪＩＳ　Ｋ　６７２６に準拠し、測定することができ
る。
【００２０】
　本発明に用いられる金属酸化物は、酸化アルミニウム、酸化チタン、酸化亜鉛、酸化セ
リウム、酸化イットリウム、酸化ケイ素、酸化ジルコニウム、酸化鉄、酸化スズ、酸化マ
グネシウム、酸化銅、酸化マンガン、アンチモンドープ酸化スズ、インジウムドープ酸化
スズ、アルミニウムドープ酸化スズ、これらの金属酸化物の２種以上の混合物又は複合酸
化物が挙げられる。これらの金属酸化物のなかでは酸化チタン、酸化スズが好ましい。ま
た、金属酸化物の１次粒径が１５ｎｍ以下であることが好ましく、さらには１次粒径が１
０ｎｍ未満であることがより好ましい。
【００２１】
　本発明の金属酸化物の1次粒径は、ＴＥＭ（透過型電子顕微鏡）観察によりそれぞれ適
切な倍率で測定される。1次粒径は二次凝集した粒子を除いた１次粒子のみを１００個観
察し、その投影面積を求め、得られた面積の円相当径を計算して体積平均粒径を求め、そ
れを平均粒径とした。分散粒径は、Ｍａｌｖｅｒｎ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　Ｌｔｄ社製
、Ｚｅｔａｓｉｚｅｒ　ＮａｎｏＺＳ光散乱粒度分布計（ＭＯＤＥＬ　ＺＥＮ３６００）
を用い、測定温度２５℃でのＺ平均粒子径の値を用いている。
【００２２】
　本発明の電子写真感光体の製造方法において用いられる中間層用塗布液は、上記ＰＶＡ
を上記金属酸化物粒子と共に溶剤に分散させ、その後に後述する樹脂バインダーを添加す
ることで調製する。上述のとおり、ＰＶＡと金属酸化物粒子を先に溶剤に分散させること
で、ＰＶＡが金属酸化物粒子の表面付近に存在し、黒点およびゴーストを抑制するという
本発明の効果を発揮する。
　分散の方法は特段限定されず、既知のミキサーやシェーカーを用いることができる。ま
た、分散時間も適宜選択することができるが、通常１～４８時間分散することが好ましい
。
　分散させる溶剤についても特段限定されず、水、アルコールなどの水性溶剤、およびそ
の他有機溶剤を、後述する樹脂との関係において用いることができるが、ポリオレフィン
樹脂を用いる場合には、水性溶剤が好ましく用いられる。
【００２３】
　本発明の中間層用塗布液は、ＰＶＡと金属酸化物粒子を溶剤に分散させる前に、金属酸
化物粒子の分散粒径を、金属酸化物粒子の1次粒径の１０倍以内とすることが好ましい。
このように分散粒径を調整した金属酸化物を用いて、ＰＶＡと共に溶剤に分散させること
で、本発明の効果がより一層発揮される。
　金属酸化物の分散粒径を予め所望の粒径に調整する方法としては、金属酸化物粒子を前
分散させることが挙げられる。前分散は、溶剤に金属酸化物粒子を添加し、既知のミキサ
ーやシェーカーを用いて行うことができる。前処理の処理時間を調整することで、金属酸
化物の分散粒径を調整することができ、本発明では、前分散による金属酸化物粒子の分散
粒径を、金属酸化物粒子の1次粒径の１０倍以内となるように、前分散を行うことが好ま
しい。
【００２４】
　また、本発明で用いられる金属酸化物粒子は、中間層用塗布液全体における体積比率（
％）は２５～８０％であることが好ましい。また、本発明で用いられるＰＶＡと金属酸化
物の含有比は、体積比率で１：６～１：３０とすることが好ましい。
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【００２５】
　本発明の中間層用塗布液は、ＰＶＡと金属酸化物粒子を溶剤に分散させ、この分散液に
後述する樹脂バインダーを加えて調製する方法、結着樹脂をその軟化点以上の高温に保持
することにより溶融状態とし、上記ＰＶＡと金属酸化物粒子の分散液を加えて調製する方
法、結着樹脂を溶剤中で加熱攪拌して分散体とし、上記ＰＶＡと上記金属酸化物粒子の分
散液を加えて調製する方法により、調製することができる。
【００２６】
　上記調製した中間層用塗布液は、後述する導電性支持体に塗布され、中間層を形成する
。本発明における中間層の膜厚は０．２～１５μｍであることが好ましく、０．３～６μ
ｍであることがより好ましい。
【００２７】
　本発明の中間層塗布液の調製で用いられる樹脂バインダーとしては、ポリオレフィン、
ポリアミド、ポリブチラール、ポリビニルアルコール、ポリエチレンオキシド、エチルセ
ルロース、カゼイン、ポリウレタンおよびポリエーテルウレタンなどの熱可塑性樹脂やメ
ラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキド樹脂、エポキシ樹脂が挙げられる。本発明におい
てポリオレフィン、ポリアミド、ポリブチラールが好ましく、より好ましくは下記に示し
たポリオレフィン樹脂である。
【００２８】
　本発明の中間層塗布液の調製で好ましく用いられるポリオレフィン樹脂は、下記（Ａ１
）、（Ａ２）および（Ａ３）を有し、（Ａ１）、（Ａ２）および（Ａ３）の質量比が下記
の式を満たすことが好ましい。
０．０１≦（Ａ２）／｛（Ａ１）＋（Ａ２）＋（Ａ３）｝×１００≦１０
０．０１＜｛（Ａ２）＋（Ａ３）｝／｛（Ａ１）＋（Ａ２）＋（Ａ３）｝×１００≦２５
　また、０．０１≦（Ａ２）／｛（Ａ１）＋（Ａ２）＋（Ａ３）｝×１００≦５　である
ことがより好ましい。
　（Ａ１）：下記式（１１）で示される繰り返し構造単位
【化１】

（式（１１）中、Ｒ１１～Ｒ１４は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基を示す。）

　（Ａ２）：下記式（２１）または（２２）で示される繰り返し構造単位

【化２】

（式（２１）および式（２２）中、Ｒ２１～Ｒ２４は、それぞれ独立に、水素原子、アル
キル基、フェニル基または－Ｙ２１ＣＯＯＨ（Ｙ２１は、単結合、アルキレン基またはア
リーレン基を示す。）で示される１価の基を示し、Ｒ２５およびＲ２６は、それぞれ独立
に、水素原子、アルキル基またはフェニル基を示し、Ｘ２１は、－Ｙ２２ＣＯＯＣＯＹ２

３－（Ｙ２２およびＹ２３は、それぞれ独立に、単結合、アルキレン基またはアリーレン
基を示す。）で示される２価の基を示す。ただし、Ｒ２１～Ｒ２４のうち少なくとも１つ
は－Ｙ２１ＣＯＯＨで示される１価の基である。）
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　（Ａ３）：下記式（３１）、式（３２）、式（３３）または式（３４）で示される繰り
返し構造単位
【化３】

（式（３１）～式（３４）中、Ｒ３１～Ｒ３５は、それぞれ独立に、水素原子またはメチ
ル基を示し、Ｒ４１～Ｒ４３は、それぞれ独立に、炭素数１～１０のアルキル基を示し、
Ｒ５１～Ｒ５３は、それぞれ独立に、水素原子または炭素数１～１０のアルキル基を示す
。）
【００２９】
　ポリオレフィン樹脂中の各繰り返し構造単位（Ａ１）～（Ａ３）は、モノマーとしてビ
ニル基を持った化合物が重合することによりポリオレフィン樹脂中の繰り返し構造単位と
なる。
【００３０】
　繰り返し構造単位（Ａ１）の例であるエタンは、炭素数２のアルカンであるが、モノマ
ーであるエチレンが重合することにより本発明のポリオレフィン樹脂の繰り返し構造単位
（Ａ１）となる。
【００３１】
　カルボン酸基及びカルボン酸無水物基の少なくとも一方を有する繰り返し構造単位（Ａ
２）は、（Ａ１）乃至（Ａ３）の総量に対する質量比率（％）は、０．０１質量％以上１
０質量％以下であることが好ましく、０．０１質量％以上５質量％以下であることがより
好ましい。
【００３２】
　上記（Ａ２）は、カルボン酸基及びカルボン酸無水物基のいずれか一方または両方を、
繰り返し構造単位内に少なくとも有する化合物である。
【００３３】
　（Ａ２）は、分子内（モノマー単位内）に少なくとも１個のカルボン酸基およびカルボ
ン酸無水物基の一方もしくは両方を有するモノマーの存在下の重合反応で導入することが
できる。具体的なモノマーとしては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、無水マレ
イン酸、イタコン酸、無水イタコン酸、フマル酸、クロトン酸等のほか、不飽和ジカルボ
ン酸のハーフエステル、ハーフアミドが挙げられる。中でもアクリル酸、メタクリル酸、
マレイン酸、及び無水マレイン酸が好ましく、無水マレイン酸が特に好ましい。
【００３４】
　また、上記カルボン酸基及びカルボン酸無水物基の少なくとも一方を有する化合物は、
ポリオレフィン樹脂中に共重合体として含有されていることが好ましい。また、当該共重
合体の形態は、特に限定されず、ランダム共重合体、ブロック共重合体、グラフト共重合
体が挙げられる。
【００３５】
　なお、上記無水マレイン酸等の不飽和カルボン酸無水物は、樹脂の乾燥状態では隣接す
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るカルボキシル基が脱水環化した酸無水物構造を形成している。しかしながら、例えば、
塩基性化合物を含有する水性媒体中では、その一部、または全部が開環してカルボン酸、
あるいはその塩の構造を取りやすくなる。また、本発明において、樹脂のカルボキシル基
量を基準としてカルボン酸基またはカルボン酸無水物基を有する化合物の量を規定する場
合には、樹脂中のカルボン酸無水物基はすべて開環してカルボキシル基をなしていると仮
定して算出する。
【００３６】
　上記繰り返し構造単位（Ａ１）は、炭素－炭素２重結合を有するモノマーの存在下の重
合反応で導入することができる。具体的なモノマーとしては、エチレン、プロピレン、イ
ソブチレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセンのような炭素数２から６のアルケ
ンが挙げられる。これらは単独又は混合物として用いることが可能である。この中で、エ
チレン、プロピレン、イソブチレン、１－ブテンのような炭素数２から４のアルケンがよ
り好ましく、エチレンが特に好ましい。
【００３７】
　上記繰り返し構造単位（Ａ３）は、上記式（３１）から（３４）で示され、以下のビニ
ル基を持ったモノマーが重合することで、導入することができる。
　式（３１）で代表される（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メ
タ）アクリル酸ブチルのような（メタ）アクリル酸エステル類。
　式（３２）で代表されるマレイン酸ジメチル、マレイン酸ジエチル、マレイン酸ジブチ
ルのようなマレイン酸エステル類。
　式（３３）で代表される（メタ）アクリル酸アミド類。
　式（３４）で代表されるメチルビニルエーテル、エチルビニルエーテルのようなアルキ
ルビニルエーテル類及びビニルエステル類を塩基性化合物でケン化して得られるビニルア
ルコール。
　なお、これらの化合物は単独又は混合物として用いることもできる。この中で、式（３
１）で示される（メタ）アクリル酸エステル類が好ましく、アクリル酸メチル、又はアク
リル酸エチルがより好ましい。
【００３８】
　本発明に用いられるポリオレフィン樹脂は、エチレン、（メタ）アクリル酸メチル又は
（メタ）アクリル酸エチル、及び無水マレイン酸からなる三元共重合体を含むことが特に
好ましい。当該三元共重合体の具体例として、エチレン－アクリル酸エステル－無水マレ
イン酸三元共重合体またはエチレン－メタクリル酸エステル－無水マレイン酸三元共重合
体が挙げられる。
【００３９】
　本発明に用いられるポリオレフィン樹脂には、上述以外の他のくり返し構造が、本発明
の効果を阻害しない程度に、含有されていても良い。他のモノマーの具体例として、ジエ
ン類、（メタ）アクリロニトリル、ハロゲン化ビニル類、ハロゲン化ビリニデン類、一酸
化炭素、二硫化炭素が挙げられる。なお、上記ポリオレフィン樹脂における、上記くり返
し構造（Ａ１）、（Ａ２）及び（Ａ３）の総量の質量比率（％）は９０％～１００％であ
ることが好ましい。
【００４０】
　本発明に用いられるポリオレフィン樹脂の分子量は特に限定されず、また、その合成法
も特に限定されない。上記ポリオレフィン樹脂は、例えば、ポリオレフィン樹脂を構成す
るモノマーをラジカル発生剤の存在下、高圧ラジカル共重合して得ることが可能である。
　また、具体的なポリオレフィン樹脂の合成方法としては、「新高分子実験学２　高分子
の合成・反応（１）」の第１章～第４章（共立出版株式会社）、特開２００３－１０５１
４５号公報、特開２００３―１４７０２８号公報などに記述された公知の方法を用いるこ
とが可能である。
【００４１】
　本発明において、樹脂の特性は以下の方法によって測定または評価した。
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（１）オレフィン樹脂中の（Ａ２）の含有量
　オレフィン樹脂の酸価をＪＩＳ　Ｋ５４０７に準じて測定し、その値から不飽和カルボ
ン酸の含有量（グラフト率）を次式から求めた。
　不飽和カルボン酸ユニットの含有量（質量％）＝（グラフトした不飽和カルボン酸の質
量）／（原料オレフィン樹脂の質量）×１００
（２）（Ａ２）以外の樹脂の構成
　オルトジクロロベンゼン（ｄ４）中、１２０℃にて１Ｈ－ＮＭＲ、１３Ｃ－ＮＭＲ分析
（バリアン・テクノロジーズ・ジャパン・リミテッド社製、３００ＭＨｚ）を行って求め
た。１３Ｃ－ＮＭＲ分析では定量性を考慮したゲート付きデカップリング法を用いて測定
した。
【００４２】
　本発明に用いられる導電性支持体としては、アルミニウム、ニッケル、銅、金、鉄のよ
うな金属または合金、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリイミド、ガラスのような絶
縁性支持体上にアルミニウム、銀、金等の金属あるいは酸化インジウム、酸化スズのよう
な導電材料の薄膜を形成したもの、カーボンや導電性フィラーを樹脂中に分散し導電性を
付与したものが挙げられる。また、導電性支持体の形状は特に制約はなく必要に応じて板
状、ドラム状、ベルト状のものが用いられる。
【００４３】
　これらの導電性支持体表面は、電気的特性改善あるいは密着性改善のために、陽極酸化
等の電気化学的な処理や、アルカリリン酸塩、又はリン酸やタンニン酸を主ユニットとす
る酸性水溶液に金属塩の化合物若しくはフッ素化合物の金属塩を溶解してなる溶液を用い
た化学的な処理が施されていても良い。
【００４４】
　また、単一波長のレーザー光などを用いたプリンターに本感光体を用いる場合には、干
渉縞を抑制するために導電性支持体はその表面を適度に荒らしておくことが好ましい。す
なわち、当該導電性支持体としては、表面をホーニング、ブラスト、切削、電解研磨によ
り処理された導電性支持体、又は、アルミニウム若しくはアルミニウム合金の支持体上に
導電性金属酸化物及び結着樹脂からなる導電性皮膜を有する導電性支持体であることが好
ましい。
【００４５】
　上記ホーニング処理としては、乾式及び湿式での処理方法があるがいずれを用いてもよ
い。湿式ホーニング処理は、水のような液体に粉末状の研磨剤を懸濁させ、高速度で支持
体表面に吹き付けて粗面化する方法であり、表面粗さは吹き付け圧力、速度、研磨剤の量
、種類、形状、大きさ、硬度、比重及び懸濁温度により制御することができる。
　一方、乾式ホーニング処理は、研磨剤をエアーにより、高速度で支持体表面に吹き付け
て粗面化する方法であり、湿式ホーニング処理と同様の方法で表面粗さを制御することが
できる。湿式または乾式ホーニング処理に用いる研磨剤としては、炭化ケイ素、アルミナ
、鉄、ガラスビーズの粒子があげられる。
【００４６】
　上記導電性金属酸化物及び結着樹脂からなる導電性皮膜をアルミニウム若しくはアルミ
ニウム合金の支持体上に塗布し導電性支持体とする方法では、導電性皮膜中にはフィラー
として、導電性微粒子からなる粉体を含有することが好ましい。この方法では、導電性微
粒子を皮膜中に分散させることでレーザー光を乱反射させ干渉縞を防ぐと共に塗布前の支
持体の傷や突起を隠蔽する効果もある。
【００４７】
　当該導電性微粒子としては、酸化亜鉛、酸化チタン、及び硫酸バリウムが用いられる。
また、必要に応じて、この導電性微粒子に酸化錫などで導電性被覆層を設けることにより
、フィラーとして適切な比抵抗とすることも可能である。上記導電性微粒子の比抵抗は０
．１～１０００Ωｃｍが好ましく、１～１０００Ωｃｍがより好ましい。
【００４８】
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　本発明において、導電性微粒子の比抵抗は、三菱化学社製の抵抗測定装置ロレスタＡＰ
（Ｌｏｒｅｓｔａ  Ａｐ）を用いて測定した。測定対象の導電性微粒子は、５００ｋｇ／
ｃｍ２の圧力で固めてコイン状のサンプルとして上記測定装置に装着した。
【００４９】
　また、上記導電性微粒子の平均粒径は０．０５～１．０μｍであることが好ましく、０
．０７～０．７μｍであることがより好ましい。本発明において、導電性微粒子の平均粒
径は遠心沈降法により測定した値である。
【００５０】
　さらに、フィラーとしての上記導電性微粒子の含有量は、導電性皮膜に対して１．０～
９０質量％であることが好ましく、５．０～８０質量％であることがより好ましい。当該
導電性被膜には、必要に応じてフッ素あるいはアンチモンを含有してもよい。
【００５１】
　上記導電性皮膜に用いられる結着樹脂としては、例えばフェノール樹脂、ポリウレタン
、ポリアミド、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリアミド酸、ポリビニールアセタール
、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂あるいはポリエステルが挙げられる。
これらの樹脂は単独でも、二種以上を組み合わせて用いてもよい。これらの樹脂を用いた
場合、上記導電性皮膜の支持体に対する接着性が良好であると共に、導電性微粒子の分散
性を向上させ、かつ成膜後の耐溶剤性が良好となることから好ましい。上記樹脂の中でも
特にフェノール樹脂、ポリウレタン及びポリアミド酸が好ましい。
【００５２】
　上記導電性皮膜は、例えば、浸漬あるいはマイヤーバーによる溶剤塗布で形成すること
ができる。導電性皮膜の厚みは、０．１～３０μｍであることが好ましく、０．５～２０
μｍであることがより好ましい。また、導電性皮膜の体積抵抗率は、１．０×１０５Ωｃ
ｍ以上１．０×１０１３Ωｃｍ以下であることが好ましく、１．０×１０５Ωｃｍ以上１
．０×１０１２Ωｃｍ以下であることがより好ましい。
【００５３】
　本発明において、体積抵抗率は、アルミニウム板上に測定対象の導電性皮膜を塗布し、
更にこの皮膜上に金の薄膜を形成して、アルミニウム板と金薄膜の両電極間を流れる電流
値を、ｐＡメーターを用いて測定して求めた。更に、導電性皮膜は、表面性を高めるため
にレベリング剤を添加してもよい。
【００５４】
　本発明の電子写真感光体は、導電性支持体、該導電性支持体上に設けられた中間層、及
び、該中間層に接して設けられた感光層を有する。本発明の電子写真感光体において、導
電性支持体上には、中間層及び感光層がこの順に形成されることが好ましい。上記感光層
としては、単層構成と積層構成のものが知られている。積層構成の感光層は、少なくとも
電荷発生層と電荷輸送層を含んでなることが好ましい。
【００５５】
　上記電荷発生層は、電荷発生物質、及び結着樹脂等のその他の成分を含有して形成され
ることが好ましい。当該電荷発生層は、例えば、結着樹脂を溶剤に溶解し、これに電荷発
生物質を加え、該電荷発生物質を分散して得られる電荷発生層用塗布液を塗布し、これを
乾燥させることによって形成することができる。電荷発生物質の分散の際には、サンドミ
ルやボールミルのようなメディア型分散機や、液衝突型分散機などの分散機を用いること
ができる。
【００５６】
　上記電荷発生物質としてピリリウム系染料、チオピリリウム系染料、フタロシアニン系
顔料、アントアントロン系顔料、ジベンズピレンキノン系顔料、ピラトロン系顔料、アゾ
系顔料、インジゴ系顔料、キナクリドン系顔料及びキノシアニン系染料などが挙げられる
。上記フタロシアニン系顔料としては、無金属フタロシアニンや、オキシチタニウムフタ
ロシアニン、ヒドロキシフタロシアニン、および、クロロガリウムなどのハロゲン化ガリ
ウムフタロシアニンが挙げられる。これらの電荷発生物質は単独又は混合物として用いる
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こともできる。
【００５７】
　上記電荷発生層において、フタロシアニン系顔料とフタロシアニン系顔料以外の電荷発
生物質を混合して用いる場合、フタロシアニン系顔料以外の電荷発生物質は、全電荷発生
物質に対して５０質量％まで含有させることも可能である。この場合、フタロシアニン系
顔料以外の電荷発生物質として、例えば、ピリリウム、チアピリリウム系染料、アントア
ントロン、ジベンズピレンキノン、トリスアゾ、シアニン、ジスアゾ、モノアゾ、インジ
ゴ、キナクリドンおよび非対称キノシアニン系の各顔料が挙げられる。
【００５８】
　上記電荷発生層は、上記電荷発生物質を質量比で０．３～４倍量の結着樹脂、及び溶剤
とともにホモジナイザー、超音波分散、ボールミル、振動ボールミル、サンドミル、アト
ライター、ロールミルまたは液衝突型高速分散機を使用して十分分散した溶液を塗布、乾
燥させて形成される。
　上記結着樹脂としては、ブチラール樹脂、ポリエステル樹脂、ポリカーボネート樹脂、
ポリアリレート樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリビニルメタクリレート樹脂、ポリビニルア
クリレート樹脂、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリウレ
タン樹脂、シリコーン樹脂、アルキッド樹脂、エポキシ樹脂、セルロース樹脂、メラミン
樹脂挙げられるが、これらに限定されるものではない。これらの中で、ブチラール樹脂が
特に好ましい。電荷発生層の膜厚は、０．０１～２μｍが好ましく、０．０５～０．３μ
ｍがより好ましい。
【００５９】
　上記電荷輸送層は、分子分散状態の電荷輸送性物質と結着樹脂とを含有しており、成膜
性を有する結着樹脂と下記のような電荷輸送物質を溶解した溶液を塗布し、乾燥すること
によって形成されることが好ましい。
【００６０】
　電荷輸送物質としては、多環芳香族化合物、複素環化合物、ヒドラゾン系化合物、スチ
リル系化合物、ベンジジン系化合物、トリアリールアミン系化合物、トリフェニルアミン
あるいはこれらの化合物から成る基を主鎖または側鎖に有するポリマーが挙げられるが、
これらに限定される訳ではない。
【００６１】
　電荷輸送層に用いられる結着樹脂としては、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリメ
タクリル酸エステル、ポリアリレート、ポリサルホンおよびポリスチレンが挙げられるが
これらに限定される訳ではない。これらの中で、ポリカーボネートやポリアリレートが特
に好ましい。電荷輸送層の膜厚、１～５０μｍが好ましく、３～３０μｍがより好ましい
。
【００６２】
　次に、図１に本発明の製造方法で製造した電子写真感光体を備えたプロセスカートリッ
ジ、及び該プロセスカートリッジを備えた電子写真装置の概略構成の一例を示す。
　図１において、１はドラム状の電子写真感光体であり、軸２を中心に矢印方向に所定の
周速度で回転駆動される。
　回転駆動される電子写真感光体１の周面は、帯電手段３（一次帯電手段）により、負の
所定電位に均一に帯電され、次いで、スリット露光やレーザービーム走査露光などの露光
手段（不図示）から出力される露光光（画像露光光）４を受ける。こうして電子写真感光
体１の周面に、目的の画像に対応した静電潜像が順次形成されていく。帯電手段３に印加
する電圧は、直流成分に交流成分を重畳した電圧、又は直流成分のみの電圧のどちらでも
よいが、本発明においては直流成分のみを印加する帯電手段を用いた。
【００６３】
　電子写真感光体１の周面に形成された静電潜像は、現像手段５のトナーにより現像され
てトナー画像となる。次いで、電子写真感光体１の周面に形成担持されているトナー画像
が、転写手段６（転写ローラー）からの転写バイアスによって順次転写されていく。転写
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材７（紙など）は、転写材供給手段（不図示）から電子写真感光体１と転写手段６との間
（当接部）に電子写真感光体１の回転と同期して取り出されて給送される。
　トナー画像の転写を受けた転写材７は、電子写真感光体１の周面から分離されて定着手
段８へ導入されて像定着を受けることにより画像形成物（プリント、コピー）として装置
外へプリントアウトされる。
【００６４】
　トナー像転写後の電子写真感光体１の表面は、クリーニング手段９（クリーニングブレ
ード）によって転写残りの現像剤（トナー）の除去を受けて清浄面化され、繰り返し画像
形成に使用される。
　なお、転写手段として、例えば、ベルト状やドラム状などの中間転写体を用いた中間転
写方式の転写手段を採用してもよい。
　図１では、電子写真感光体１と、帯電手段３、現像手段５およびクリーニング手段９と
を一体に支持してカートリッジ化して、電子写真装置本体のレールなどの案内手段１２を
用いて電子写真装置本体に着脱自在なプロセスカートリッジ１１としている。
【実施例】
【００６５】
　以下、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。尚、以下の配合における部数及び％は特に説明が無い場合は質量部及び質量％
である。
【００６６】
　下記表１に示したポリオレフィン樹脂を用い、下記記載の方法で電子写真感光体を作製
した。なお下記表１は、重合することにより繰り返し構造単位（Ａ１）、（Ａ２）、（Ａ
３）となる重合前のモノマー種の名称で示してある。
【００６７】
【表１】

【００６８】
＜実施例１＞
　塩化第二スズ五水和物０．２モルを２００ｍｌの水に溶解して０．５Ｍの水溶液とし、
撹拌しながら２８％のアンモニア水を添加することでｐＨ１．５の白色酸化スズ超微粒子
含有スラリーを得た。得られた酸化スズ超微粒子含有スラリーを温度７０℃まで加熱した
後、温度５０℃前後まで自然冷却したうえで純水を加え１Ｌの酸化スズ超微粒子含有スラ
リーとし、遠心分離器を用いて固液分離を行った。この含水固形分に８００ｍｌの純水を
加えて、ホモジナイザーにより撹拌・分散を行った後、遠心分離器を用いて固液分離を行
うことで洗浄を行った。洗浄後の含水固形分に純水を７５ｍｌ加えて酸化スズ超微粒子含
有スラリーを調製した。得られた酸化スズ超微粒子含有スラリーにトリエチルアミンを３
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．０ｍｌを加え撹拌し、透明感が出てきたところで７０℃まで昇温した後、加温をやめ自
然冷却することで固形分濃度２０質量％の有機アミンを分散安定剤とする酸化スズゾル溶
液を得た。
　Ｍａｌｖｅｒｎ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　Ｌｔｄ社製、Ｚｅｔａｓｉｚｅｒ　Ｎａｎｏ
ＺＳ光散乱粒度分布計（ＭＯＤＥＬ　ＺＥＮ３６００）を用い、測定温度２５℃で分散粒
径を測定したところ５ｎｍであった。上記酸化スズゾル液を水/イソプロピルアルコール
＝８／２の溶媒により５０倍に希釈ガラスプレート上に滴下、乾燥させ、ＴＥＭ（透過型
電子顕微鏡）観察により1次粒径を測定した。1次粒径は分散粒径と同様に５ｎｍであった
。
【００６９】
　上記酸化スズゾル溶液を７５ｇ、ＰＶＡ（キシダ化学社製ＰＶＡ５００、けん化度８９
％、重合度５００）の１０ｗｔ％の水溶液２．１６ｇ、イソプロパノールを２３．５ｇ、
直径１ｍｍ（φ１ｍｍ）ガラスビーズ１００ｇ加えペイントシャーカーで１５時間分散を
行った。樹脂バインダーとして下記に示した２５ｗｔt％のオレフィン樹脂溶液２ｇをさ
らに加え、攪拌後メッシュ及びフィルターでガラスビーズを除去し中間層用塗布液とした
。
【００７０】
　上記オレフィン樹脂溶液は以下の方法で調製した。
　撹拌機を備えた、ヒーター付きの密閉できる耐圧１リットル容ガラス容器に、７５．０
ｇの樹脂（Ｂ－１）、６０．０ｇのイソプロパノール、５．１ｇのトリエチルアミン（以
下、ＴＥＡと記す）および１５９．９ｇの蒸留水を仕込み、撹拌翼の回転速度を３００ｒ
ｐｍとして撹拌したところ、容器底部には樹脂粒状物の沈澱は認められず、浮遊状態とな
っていることが確認された。
　そこでこの状態を保ちつつ、１０分後にヒーターの電源を入れ加熱した。そして系内温
度を１４０～１４５℃に保ってさらに２０分間撹拌した。その後、水浴につけて、回転速
度３００ｒｐｍのまま攪拌しつつ室温（約２５℃）まで冷却した後、３００メッシュのス
テンレス製フィルター（線径０．０３５ｍｍ、平織）で加圧濾過（空気圧０．２ＭＰａ）
し、乳白色の均一なポリオレフィン樹脂液を得た。
【００７１】
　上記得られた中間層用塗布液について、液安定性の評価を行った。評価は、中間層用塗
布液を室温及び温度４０℃のオーブン中で保管した場合の凝集性を観察し、
温度４０℃保管で６ヶ月以上凝集が観察されない場合をＡ、
温度４０℃保管で３ヶ月以上６ヶ月未満の期間で凝集が観察された場合をＢ、
温度４０℃保管では３ヶ月未満の期間で凝集が観察されたが、室温保管では３ヶ月以上凝
集が観察されない場合をＣ、
温度４０℃保管では３ヶ月未満の期間で凝集が観察され、室温保管で２ヶ月以上３ヶ月未
満の期間で凝集が観察された場合をＤ、
室温保管であっても２ヶ月未満の期間で凝集が観察された場合をＥ、
とした。
【００７２】
　電子写真感光体の作製は以下のように行った。
　熱間押し出しにより得た、外径φ２４ｍｍ、内径φ２８．５ｍｍ、長さ２５７ｍｍのア
ルミニウム素管（ＥＤ管：ＪＩＳ－Ａ３００３）を準備した。
　酸化スズで形成された被覆層を有する硫酸バリウム微粒子からなる粉体（被覆率５０質
量％、粉体比抵抗７００Ω・ｃｍ）１２０質量部とレゾール型フェノール樹脂（商品名：
ブライオーフェンＪ－３２５、大日本インキ化学工業（株）製、固形分７０％）７０質量
部と２－メトキシ－１－プロパノール１００質量部とからなる溶液を調製し、ボールミル
を用いて約２０時間、粉体を分散し、導電性粒子樹脂分散層用塗布液を調製した（この塗
布液に含有する粉体の平均粒径は０．２２μｍであった）。
【００７３】
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　この液を上記アルミニウム素管上に浸漬コーティング法によって塗布し、温度１４０℃
で３０分間加熱硬化することにより、膜厚が１５μｍの導電性粒子樹脂分散層を形成し、
これを導電性支持体とした。
　この導電性支持体上に上記中間層用の塗布液を浸漬塗布法で塗布し、温度１２０℃で１
０分間乾燥し、膜厚が０．６μｍの中間層を形成した。
【００７４】
　次に、電荷発生材料としてのヒドロキシガリウムフタロシアニン結晶２０質量部に、ポ
リビニルブチラール樹脂（商品名：ＢＸ－１、積水化学工業株式会社製）１０質量部、及
びシクロヘキサノン３５０質量部を加え、１ｍｍφガラスビーズを用いたサンドミルで３
時間分散し、これに酢酸エチル１２００質量部を加えて希釈し、電荷発生層用塗布液を得
た。自然／遠心沈降式粒度分布測定装置（ＣＡＰＡ－７００、堀場製作所（株）製）を用
いて測定された電荷発生層用塗布液の電荷発生材料の分散粒径は０．１５μｍであった。
中間層上に、この電荷発生層用の塗布液を浸漬塗布し、温度１００℃で１０分間乾燥して
、膜厚が０．１８μｍの電荷発生層を形成した。
【００７５】
　次に、下記構造式（７）で示される化合物７質量部、下記構造式（８）で示される化合
物を１質量部、及び、下記構造式（９）で示される構成単位を有するビスフェノールＣ型
ポリアリレート樹脂（重量平均分子量［Ｍｗ］１１００００）１０質量部を、モノクロル
ベンゼン５０質量部及びジクロルメタン１０質量部からなる混合溶媒に溶解し、電荷輸送
層用塗布液を調製した。
　この塗布液を上記電荷発生層上に浸漬塗布法で塗布し、温度１１０℃で１時間乾燥して
、膜厚１８μｍの電荷輸送層を形成した。こうして電子写真感光体を作製した。
【００７６】
【化４】

【００７７】
　電子写真感光体の評価法は以下の通りである。上記作製した電子写真感光体を、ヒュー
レットーパッカード（株）製カラーレーザープリンター、レーザージェット３５５０改造
機（一次帯電：ローラー接触ＤＣ帯電、暗部電位－５００Ｖ、明部電位―１００Ｖ、プロ
セススピード９０ｍｍ／秒）を用い、温度２３℃／湿度５０％ＲＨの常温常湿下で黒点評
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価を行った。また、同様の条件で、画像濃度４％画像において３０００枚画像を出力した
後、ゴースト画像の評価を行った。
【００７８】
　ゴースト画像は、マゼンタ、シアン、イエロー、黒のそれぞれ単色で作成し、例えば、
黒の場合は、図２に示すように、画像の先頭部に黒い四角の画像を出した後、１ドット桂
馬パターンでハーフトーン画像を作成した。画像作成の順番は、１枚目にベタ白画像をと
り、その後上記ゴースト画像を連続５枚とり、次に、ベタ黒画像を１枚とった後に再度ゴ
ースト画像を５枚とり、計１０枚のゴースト画像で評価を行った。
【００７９】
　ゴースト画像評価は、
ゴースト現象が全く観察されない場合をＡ、
評価した画像のうち５枚以下でかすかにゴースト現象が観察される場合をＢ、
評価した画像すべてにおいてかすかにゴースト現象が観察される場合はＣ、
ゴースト現象が観測されるが高画質を要求されない場合には問題ないレベルをＤ、
ゴースト現象がはっきり観測されるレベルをＥ
とした。結果を表２に示す。
【００８０】
　黒点評価は光沢紙を用いてべた白画像を１枚出力し、目視にてポチ（黒点）の数の確認
を行ない、Ａ～Ｅのランク付けを行なった。
　ランクＡは黒ポチが全く見られず、ランクＥは全面に黒ポチが見られる状態である。ラ
ンクＤまでは画像上許容される範囲であり、ランクＤは画像上、電子写真感光体１周分に
換算して、φ０．３ｍｍ以下の黒ポチが５～１０個存在する程度のものである。ランクＣ
はφ０．３ｍｍ以下の黒ポチが３～４個存在する程度のものであり、ランクＢはφ０．３
ｍｍ以下の黒ポチが１～２個存在する程度のものである。結果を表２に示す。
【００８１】
＜実施例２＞
　ポリオレフィン樹脂としてＢ－１にかえてＢ－２を用いた以外は実施例1と同様に中間
層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００８２】
＜実施例３＞
　ポリオレフィン樹脂としてＢ－１にかえてＢ－３を用い、ＰＶＡとしてけん化度８８％
、重合度３００のＰＶＡ２０３（株式会社クラレ製）を用いた以外は実施例1と同様に中
間層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００８３】
＜実施例４＞
　ポリオレフィン樹脂としてＢ－１にかえてＢ－４を用いた以外は実施例1と同様に中間
層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００８４】
＜実施例５＞
　金属酸化物粒子として酸化スズに変えて、ＴＳ－０２０（テイカ株式会社製、ルチル型
酸化チタン分散液、固形分２０ｗｔ％）を４５ｇ用いた以外は実施例1と同様に中間層用
塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。なお、金属酸化物粒子の１次粒径、分散
粒径とも８ｎｍであった。
【００８５】
＜実施例６＞
　ポリオレフィン樹脂としてＢ－１にかえてＢ－５を用いた以外は実施例1と同様に中間
層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００８６】
＜実施例７＞
　ポリオレフィン樹脂としてＢ－１にかえてＢ－６を用いた以外は実施例1と同様に中間
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層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００８７】
＜実施例８＞
　ポリオレフィン樹脂としてＢ－１にかえてＢ－５を用いた以外は実施例５と同様に中間
層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００８８】
＜実施例９＞
　樹脂バインダーとしてポリオレフィン樹脂に変えてポリアミドＣＭ８０００（東レ株式
会社製）を用い、樹脂バインダーの添加量をその１０ｗｔ％のメタノール溶液５ｇとし、
金属酸化物粒子として酸化スズに変えて、ＴＳ－０２４（テイカ株式会社製、ルチル型酸
化チタン分散液、固形分２０ｗｔ％）を４５ｇ用いた以外は実施例1と同様に中間層用塗
布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。なお、金属酸化物粒子の１次粒径、分散粒
径とも９ｎｍであった。
【００８９】
＜実施例１０＞
　中間層用塗布液の調製を次のように行った。金属酸化物粒子としてＭＴ１５０Ａ（テイ
カ株式会社製、ルチル型酸化チタン、１次粒径１５ｎｍ）を１０ｇ用い、メタノール９０
ｇ、１ｍｍφガラスビーズ１００ｇを混合しペイントシェーカーで２４時間分散を行いメ
ッシュ及びフィルターでろ過し、金属酸化物粒子分散液とした。なお、金属酸化物粒子の
１次粒径は１５ｎｍ、分散粒径は１４５ｎｍであった。
　上記分散液８５ｇ、ＰＶＡ（キシダ化学社ＰＶＡ５００、けん化度８９％、重合度５０
０）の１０ｗｔ％の水溶液２．１６ｇ、イソプロピルアルコールを２３．５ｇ、１ｍｍφ
ガラスビーズ１００ｇ加えペイントシャーカーで１５時間、再度分散を行った。この再分
散液にポリアミドＣＭ８０００（東レ株式会社製）の１０ｗｔ％のメタノール溶液５ｇを
加え中間層用塗布液とした。その他は、実施例１と同様に電子写真感光体を作成し、評価
した。
【００９０】
＜実施例１１＞
　金属酸化物粒子分散液作製時の分散時間を２４時間から１０時間にした以外は実施例１
０と同様に中間層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。なお、金属酸化物粒
子の１次粒径は１５ｎｍ、分散粒径は１８５ｎｍであった。
【００９１】
＜実施例１２＞
　金属酸化物粒子としてＣＰ００２（テイカ株式会社、酸化スズ粒子、１次粒径３５ｎｍ
）を用いた以外は実施例１０と同様に中間層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価
した。なお、金属酸化物粒子の１次粒径は３５ｎｍ、分散粒径は４００ｎｍであった。
【００９２】
＜実施例１３＞
　金属酸化物粒子としてＭＺ５００（テイカ株式会社、酸化亜鉛粒子、１次粒径２５ｎｍ
）を用いた以外は実施例１２と同様に中間層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価
した。なお、金属酸化物粒子の1次粒径は２５ｎｍ、分散粒径は２００ｎｍであった。
【００９３】
＜実施例１４＞
　けん化度８０％、重合度１８０のＰＶＡを用いた以外は実施例１３と同様に中間層用塗
布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００９４】
＜実施例１５＞
　けん化度８９％、重合度８００のＰＶＡを用いた以外は実施例１１と同様に中間層用塗
布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００９５】
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＜実施例１６＞
　けん化度８９％、重合度１０００のＰＶＡを用いた以外は実施例１１と同様に中間層用
塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００９６】
＜実施例１７＞
　けん化度７０％、重合度１０００のＰＶＡを用いた以外は実施例１１と同様に中間層用
塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００９７】
＜実施例１８＞
　けん化度７０％、重合度１０００のＰＶＡを用いた以外は実施例１３と同様に中間層用
塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【００９８】
＜比較例１＞
　けん化度８９％、重合度１０００のＰＶＡを用い、ＰＶＡ水溶液を金属酸化物粒子と共
に溶剤に分散させる工程を行わなかった以外は実施例１と同様に中間層用塗布液及び電子
写真感光体を作成し、評価した。
【００９９】
＜比較例２＞
　けん化度９９％、重合度１０００のＰＶＡを用いた以外は実施例１と同様に中間層用塗
布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【０１００】
＜比較例３＞
　けん化度６５％、重合度１０００のＰＶＡを用いた以外は実施例１と同様に中間層用塗
布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【０１０１】
＜比較例４＞
　けん化度８９％、重合度１７００のＰＶＡを用いた以外は実施例１と同様に中間層用塗
布液及び電子写真感光体を作成し、評価した
【０１０２】
＜比較例５＞
　ＰＶＡの変わりにポリビニルブチラール樹脂（ＢＬ－１、積水化学社製）を用いた以外
は、実施例１と同様に中間層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【０１０３】
＜比較例６＞
　ＰＶＡの変わりにポリアミドＣＭ８０００（東レ株式会社製）を用いた以外は、実施例
１と同様に中間層用塗布液及び電子写真感光体を作成し、評価した。
【０１０４】
＜比較例７＞
　ＰＶＡの変わりにアルキドメラミン樹脂（ベッコライトＭ６４０１－５０、大日本イン
キ化学（株）製））を用いた以外は、実施例１と同様に中間層用塗布液及び電子写真感光
体を作成し、評価した。結果を表２に示す。
【０１０５】
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【表２】

【符号の説明】
【０１０６】
１　電子写真感光体
２　軸
３　帯電手段
４　露光光
５　現像手段
６　転写手段
７　転写材
８　定着手段
９　クリーニング手段
１１　プロセスカートリッジ
１２　レール
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